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東京都における経静脈 tPA 血栓溶解療法から脳血管内治療にむけての取り組み 

 

研究分担者 星野晴彦 東京都済生会中央病院 副院長 

研究要旨 

 東京都における急性期脳卒中医療体制構築のための取り組みと現況を検討した．平成 20 年

からの取り組みにより経静脈 tPA 血栓溶解療法は最寄りの治療可能な医療機関に搬送できる体

制が構築された．しかし，血管内治療については，平成 27 年からの Working Group による検討

が重ねられてはいるが，まだ，体制状況の確認をしている段階であった．また，同時に ICT を用

いた搬送体制のための補助支援事業が開始されており，血管内治療の搬送のみでなく，へき地

医療についても活用されることが期待される． 

 

Ａ．研究目的 

 急性期脳梗塞に対する経静脈 tPA 血栓溶解

療法から血管内治療がスムーズにできる医療

体制を構築するための東京都の取り組みにつ

いて検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

 東京都における急性期脳卒中搬送体制構

築のための協議会と Working Group で行って

きた検討内容と取り組みを調査した．  

 （倫理面への配慮） 

 公表されている内容であり，医療機関を特定

する内容は含まれていない． 

 

Ｃ．研究結果 

 平成 20 年に東京都保険医療計画の第４次

改訂で，4 疾病・5 事業ごとの連携体制が計画

として発表され，その中には脳卒中と救急医

療が明記された．これを受けて，東京都では

「適切かつ円滑な東京都脳卒中救急搬送体

制を確保するとともに，急性期から回復期や維

持期（在宅生活期）への切れ目のない医療連

携体制を構築する」ことを目標に，脳卒中医療

連携協議会が設置された． 

 協議会設置により，東京消防庁の救急搬送

先の選定基準に「脳卒中疑いの有無判断」が

新たに加わり，東京都脳卒中急性期医療機関

の認定基準を定めた．この認定基準に基づき，

発症から２４時間以内の脳卒中疑い患者につ

いては，最寄りの脳卒中急性期医療機関 A

（tPA 治療可能施設）へ搬送する医療体制が

構築された．急性期医療機関 A については，

当初は２次医療圏ごとのカレンダーによる明記

から開始され，その後消防庁の端末にリアルタ

イムに表示できるようになった． 

 経静脈 tPA 血栓溶解療法に続いて，血管内

治療の有用性が明らかになり，平成 27 年 10

月から， 東京都脳卒中医療連携協議会の中

に Working Group が結成され，血管内治療の

必要な患者に対して的確な治療を行うための

体制に向けて検討が行われてきた．東京都に

おいては脳卒中急性期医療機関 163 施設のう

ち，88 施設において脳血管内治療が可能で

あり，そのうち 53 施設においては 24 時間 365



－ 29 － 

日治療可能であることがわかった．しかし，脳

血管内治療可能医師の不在や脳血管撮影装

置が使用できない状況等もあることから，地域

における医療機関が連携し，脳血管内治療を

適時，適切に行うことのできる体制が求められ

ることが明らかとなった．これを受けて東京都

では，①脳血管内治療を行う際の転送搬送の

仕組みの検討，②ICT 等を活用した転送搬送

のための情報共有ツール整備支援を行うことと

なった． 

 2018 年度には．①のため，脳血管内治療の

対応状況を取りまとめた医療機関リストを作成

するための，対応状況についてのアンケート

調査を行った．②として，東京都地域医療連

携 ICT システム整備支援事業として，ICT 活用

情報共有ツールを導入し急性期における医療

連携に活用する医療機関に対して，導入に関

わる初期費用を一部補助が行われるようにな

った． 

 

Ｄ．考察 

 経静脈 tPA 血栓溶解療法については，最寄

りの治療可能な医療機関に搬送する体制は整

ったが，血管内治療を的確に行うための体制

については引き続き検討が必要である． ５事

業の中にはへき地医療も含まれており，ICT シ

ステム整備支援事業については，へき地医療

体制の構築にも有用であると考えられた．  

 

Ｅ．結論 

 東京都における急性期脳卒中医療体制，特

に脳梗塞超急性期治療を行うための取り組み

を検討した．どこで脳梗塞を発症しても脳血管

内治療を的確に受けることができる体制づくり

が急がれる． 
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